
越谷市総合振興計画審議会  

地域づくり・行財政部会 第２回会議 

 

次    第 

 

日時：令和７年８月５日（火） 午後６時３０分～ 

会場：越谷市役所エントランス棟 ３－１会議室 

  

   １ 開 会 

    

２ 議 事 

     部会報告書（案）について 

    

   ３ その他 

 

４ 閉 会 
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資料１ 

                  令和７年（2025 年） 月 日  

 

越谷市総合振興計画審議会 

会 長 深井 晃 様 

 

地域づくり・行財政部会 

                       部会長 浅見 昭一 

 

 

地域づくり・行財政運営部会審議結果について（報告） 
 

地域づくり・行財政部会は、第５次越谷市総合振興計画後期基本計画（素案）

第３章・分野別計画のうち、大綱１「多様な人が交流し、参加と協働により発展

するまちづくり」について、慎重に審議した結果、概ね妥当であると判断し、下

記のとおり主な意見をまとめ、報告といたします。 
 

 また、当部会で出された意見につきまして、別紙一覧のとおり併せて報告いた

します。 
 

記 
 
 １ 市民と協働のまちづくりに関して、若者や転入者のまちづくりへの参画な

ど、持続可能な協働の仕組みづくりを目指すこと。 
自治会や市民団体の活性化に関して、多くの市民の加入・参画を促進する

ため、自治会や市民団体と市が両輪となっておこなう協働のまちづくりへの

さらなる支援および、活動を支える人材育成に取り組むこと。 
 

 
 
 



 2

２ 男女共同参画社会の実現に向け、女性の社会進出の推進に積極的に取り組

むこと。 
また、外国籍市民が増加するなか、外国人市民家庭への支援や相互理解の

機会を充実させ、多文化共生の推進に取り組むこと。なお、指標については、

実績とする対象事業を精査し、目標値を検討すること。 
 
 
３ 持続可能な都市経営に関して、申請手続き等のデジタル化やデジタル化に

よる各種業務の効率化を推進し、人口減少が進んでいくなかでも効率的な行

政運営を行うとともに、市民の利便性向上に取り組むこと。 
 
 

以 上 

 



地域づくり・行財政部会　意見一覧

No. 大項目 中項目 頁 意見

1 1-1 2 24
自治会加入率が低下している中で、実態を十分に把握した上で、今後の「参加・協
働」のあり方や、行政と自治会との役割分担について、考えていく必要がある。

2 1-1 2 24
行政と市民団体が両輪となってまちづくりを進めていくためには、互いに協力し合
う「協働」の姿勢が重要であるため、現状に「互いに協働し、」という表現を加え
るとよい。

3 1-1 22
現状の「選挙の投票率や自治会加入率の低下」という表現について、投票率と自治
会加入率を一括りにするのに違和感がある。

4 1 21
大綱名の表記について、改行位置の問題で「より発展するまちづくり」と読めてし
まう。表現の変更をできないか。

5 1-1 2 24
まちづくりにおいては、自治会においても、行政においても10年、20年先を見据え
た「人づくり」が大切である。

6 1-1 2 24
若者が市政や協働の取り組みに参加し、まちづくりの活動に入ってきてもらうよう
な視点がめざす姿に盛り込まれているとよいのではないか。

7 1-1 2 24
広報紙の配布について、自治会の負担になっているという側面と、配布の過程で住
民同士のコミュニケーションが生まれるという側面の両方がある。

8 1-2 3 29
男女共同参画をうたっている以上、目標値は最終的に50%を目指すべきであると考え
る。

9 1-2 3 29 審議会等の委員の構成の中で、女性の委員の割合はやや少ないと感じる。

10 1-2 4 29
市民活動支援センターの中に設置された多文化交流ひろばでの事業の参加者数が指
標の参加者数に含まれるのであれば、数値の見直しについて検討していただきた
い。

11 1-2 26
若い世代にも理解されやすいよう「現状」の部分に記載のある「部落差別をはじめ
様々な人権問題」という書き出しを「性的少数者をとりまく社会環境の変化や部落
差別など」と変更することを検討いただきたい。

12 1-2 2 28
「社会教育における人権教育の推進」について、「部落差別をはじめとするさまざ
まな人権問題や多文化共生についての正しい理解」とすることで現場の実態に即し
た表現になるのではないか。

13 1-2 4 29
両親ともに外国人の家庭が増えているため、「外国人家庭への支援」といった表現
を加えるとよい。

14 1-2 5 30
子どもたちへの訴求力を考えて、平和展に加えて、視覚的に訴える手法、たとえば
夏休みに学校で映画の上映をすることなどを取り入れることを検討いただきたい。

15 1-3 1 34
デジタルによる効率化も重要だが、サービス面での改善も大切にしていただきた
い。

16 1-3 1 34
デジタル技術の活用により、限られた人材・経営資源を効率的・効果的に使える取
組みを行っていただきたい。

別紙



地域づくり・行財政部会　意見一覧

No. 大項目 中項目 頁 意見
会議録
頁

1 1-1 2 24

自治会加入率が低下している中で、実態を十
分に把握した上で、今後の「参加・協働」の
あり方や、行政と自治会との役割分担につい
て、考えていく必要がある。

○ 意見１ 2

2 1-1 2 24

行政と市民団体が両輪となってまちづくりを
進めていくためには、互いに協力し合う「協
働」の姿勢が重要であるため、現状に「互い
に協働し、」という表現を加えるとよい。

○ 意見１ 2

3 1-1 22
現状の「選挙の投票率や自治会加入率の低
下」という表現について、投票率と自治会加
入率を一括りにするのに違和感がある。

-
計画書の表記方法についての
ご意見として参考にさせてい
ただきます。

3

4 1 21
大綱名の表記について、改行位置の問題で
「より発展するまちづくり」と読めてしま
う。表現の変更をできないか。

-
計画書の表記方法についての
ご意見として参考にさせてい
ただきます。

3

5 1-1 2 24
まちづくりにおいては、自治会においても、
行政においても10年、20年先を見据えた「人
づくり」が大切である。

○ 意見１ 4

6 1-1 2 24

若者が市政や協働の取り組みに参加し、まち
づくりの活動に入ってきてもらうような視点
がめざす姿に盛り込まれているとよいのでは
ないか。

○ 意見１ 4

7 1-1 2 24

広報紙の配布について、自治会の負担になっ
ているという側面と、配布の過程で住民同士
のコミュニケーションが生まれるという側面
の両方がある。

-
今後の施策に関するご意見と
して参考にさせていただきま
す。

6

8 1-2 3 29
男女共同参画をうたっている以上、目標値は
最終的に50%を目指すべきであると考える。

○ 意見２ 5

9 1-2 3 29
審議会等の委員の構成の中で、女性の委員の
割合はやや少ないと感じる。

○ 意見２ 5

10 1-2 4 29

市民活動支援センターの中に設置された多文
化交流ひろばでの事業の参加者数が指標の参
加者数に含まれるのであれば、数値の見直し
について検討していただきたい。

○ 意見２ 6

11 1-2 26

若い世代にも理解されやすいよう「現状」の
部分に記載のある「部落差別をはじめ様々な
人権問題」という書き出しを「性的少数者を
とりまく社会環境の変化や部落差別など」と
変更することを検討いただきたい。

-
計画書の表記方法についての
ご意見として参考にさせてい
ただきます。
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12 1-2 2 28

「社会教育における人権教育の推進」につい
て、「部落差別をはじめとするさまざまな人
権問題や多文化共生についての正しい理解」
とすることで現場の実態に即した表現になる
のではないか。

-
計画書の表記方法についての
ご意見として参考にさせてい
ただきます。

7

13 1-2 4 29
両親ともに外国人の家庭が増えているため、
「外国人家庭への支援」といった表現を加え
るとよい。

○ 意見２ 8

14 1-2 5 30

子どもたちへの訴求力を考えて、平和展に加
えて、視覚的に訴える手法、たとえば夏休み
に学校で映画の上映をすることなどを取り入
れることを検討いただきたい。

-
今後の施策に関するご意見と
して参考にさせていただきま
す。

8

15 1-3 1 34
デジタルによる効率化も重要だが、サービス
面での改善も大切にしていただきたい。

○ 意見３ 9

16 1-3 1 34
デジタル技術の活用により、限られた人材・
経営資源を効率的・効果的に使える取組みを
行っていただきたい。

○ 意見３ 9

報告書（案）反映状況

資料２

1



 

 

部会における審議のポイント 
 

 部会報告書は、第４回会議（8 月 27 日・全体会）で部会長に内容を

報告していただいたのち、答申（案）に反映し、第５回会議（9 月 29

日・全体会）において、答申（案）に関する意見をいただき内容を確

定します。 

 

 

 

 

審議していただく内容 

①資料１ １～２ページ 部会報告書（案）に記載された意見が、部会

第１回の意見（答申につながる意見）として端的に表現されているか。 

②上記意見に対し、（追加・削除・表現を変更）する箇所があるか。 

 

追加の例 

水害対策が進み、公共下水道等のインフラ施設が計画的に管理された 

「持続可能で安心して住めるまち」をめざすこと。 

【理由】インフラ施設を適切に管理することで、将来世代に渡り持続可能なまちと

なるため。 

 

表現の変更の例 

水害対策が進み、を強化し、公共下水道等のインフラ施設が計画的に管理された 

「安心して住めるまち」をめざすこと。 

【理由】「安心して住めるまち」となるためには、現状よりも水害対策を強化する

必要があると考えられるため。 

 

補足資料 

1



    

                  令和２年（2020 年）１０月２１日  

 

  

 

 越谷市長 高 橋   努 様 

 

越谷市総合振興計画審議会 

                       会 長 石 﨑  一 宏 

 

 

 

    第５次越谷市総合振興計画前期基本計画（素案）について（答申） 

 

令和２年６月２３日付け、越政第５９号をもって諮問のありました事項のうち、

第５次越谷市総合振興計画前期基本計画（素案）について、別紙のとおり答申しま

す。 
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参考：答申（第５次総合振興計画前期基本計画）



 

1 

別 紙 

答  申 
 

本審議会において、第５次越谷市総合振興計画前期基本計画（素案）について、

慎重に審議した結果、基本構想で示された本市の将来像を実現するための各分野に

おける施策、まち・ひと・しごと創生法に基づく越谷市総合戦略、さらには、新た

なまちづくりの視点として掲げる推進ビジョンなど、今後５年間のまちづくりの計

画としては概ね妥当であると判断し、下記を付帯意見として添え、答申といたしま

す。 
 
なお、本審議会は、新型コロナウイルス感染拡大防止に留意しながら審議を重ね

てきましたが、審議を終えた時点でも、未だ新型コロナウイルスの終息は見えてい

ません。各施策を推進するうえで、この感染症による影響は見通せない状況にあり

ますが、付帯意見を踏まえ、今後５年間のまちづくりが推進されることを望みます。 
 

 また、本審議会で出された各委員の意見につきましては、今後、前期基本計画の

策定を進めるにあたり、十分参考とされるよう望みます。 
 
 

記 
 
分野別計画  
 

大綱１ 多様な人が交流し、参加と協働により発展するまちづくり 
 

１ 市民と協働のまちづくりに関して、市民の参画をさらに進めるという視点に

立ち、市民からの事業提案など、新たな協働の仕組みづくりに取り組むこと。 
自治会の活性化に関して、自治会の魅力を高め、多くの市民の加入・参画を

促進するため、時代の変化や社会の変容に則したあり方・運営方法を示すなど、

自治会活動に対するさらなる支援に取り組むこと。  
市政情報の提供に関して、市からの発信だけでなく、地域コミュニティ組織

や市民活動団体などからの情報発信の支援に取り組むこと。 
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２ 人権問題に関して、次世代を担う子どもの人権について明記し、その推進に

取り組むこと。また、外国籍市民が増加するなか、国籍の違いにかかわりなく

市民どうしの相互理解を支援するなど、多文化共生の推進に取り組むこと。 
 
３ 行政のスマート化に関して、市民に身近な公共施設において通信環境の整備

を推進するなど、市民の利便性向上に取り組むこと。また、行政手続きのオン

ライン申請等をより多くの市民が活用できるよう、利用方法の周知等に取り組

むこと。 
公共施設に関して、今後の人口減少社会に合わせた適正な施設の配置に取り

組むこと。 
財政状況が厳しいなか、多様な財源の確保に取り組むこと。 

 
 大綱２ みんなが健康で共生して住み続けられるまちづくり 
 

１ 地域福祉体制の充実に関して、地域福祉の中心的な役割を担う民生委員・児

童委員と自治会との連携強化など、住民相互の助け合い・支え合いのさらなる

推進に取り組むこと。 
  
 ２ 子どもの居場所づくりに関して、特に小中学生などに対し、公共施設の柔軟

な運用・管理体制を整備するなどして、身近に安心して過ごせる場所を提供し、

子どもの自主性・創造性を育む環境の充実を図ること。 
 
 ３ 障がい者（児）が安心して暮らせる環境づくりに関して、障がいのある人も

ない人も、幼少期から互いにふれあう機会を創出するなど、障がいへの理解を

深める取組みの充実を図ること。 
 

４ 高齢者の生きがいづくりに関して、認知症予防につながる趣味やボランティ

ア活動に参加できる身近な居場所の整備に取り組むこと。 
認知症の人にやさしい地域づくりに関して、認知症についての理解を深める

ため、小中学生などに対しても積極的な啓発に取り組むこと。 
高齢者の就業に関して、意欲ある高齢者が就業できるよう、支援策のさらな

る充実を図ること。 
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3 

 
 大綱３ 都市と自然が調和した集約と連携によるまちづくり 
 
 １ 定住促進に関して、市民の定住志向を高めるため、本市の充実した都市基盤

施設や自然との調和、さらには本市が有する地域資源、といった魅力の積極的

な情報発信とともに、新たな魅力の創出に取り組むこと。また、市民と協働し

て景観資源に対する愛着の向上に取り組むこと。 
このような取組みにより、新規転入者の定住増加を図ること。 

 
２ 道路の整備に関して、慢性的な交通渋滞の解消を図るとともに、事故が 多

発する路線においては、事故防止に必要な整備・改修を行い、構造上の課題の

解決に取り組むこと。また、都市計画道路の整備に関して、計画的な推進に取

り組むこと。 
歩道の整備に関して、道路照明灯の設置や無電柱化、バリアフリー化により、

子どもから高齢者、障がい者など全ての歩行者が安全、安心、快適に通行でき

る環境の整備に取り組むこと。 
 

３ 緑化の推進に関して、子どもから高齢者まで多世代が集う公園に木陰をつく

るとともに、公園・緑道だけでなく、街路樹などの街なかの緑地を含めた一体

的な緑地空間の整備に取り組むこと。 
 

４ 空き家等対策に関して、少子高齢化の進行に伴う空き家等の増加を想定し、

高齢化社会に対応した的確な対策の推進に取り組むこと。 
 

大綱４ 持続可能で災害に強い安全・安心なまちづくり 
 

１ 地球温暖化防止対策の推進に関して、基本計画の５か年という計画期間に鑑

み、低炭素社会から脱炭素社会の構築へと段階的なまちづくりに取り組むこと。 
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２ 災害対策の推進に関して、東日本大震災の経験と教訓が取り入れられた「仙

台防災枠組２０１５－２０３０」を踏まえ、災害への備えについて強化を図る

とともに、総合的な災害リスク管理に取り組むこと。 
地域防災力の向上に関して、災害時に迅速かつ的確に対応するため、地域防

災の拠点としての機能を担う地区センターの整備を含め、地域防災の担い手と

なる市民一人ひとりの防災意識の高揚を図ること。 
消防団の充実に関して、若年層を含む市民に対し、地域消防の重要性につい

て周知・啓発を図ること。また、消防団員が活動しやすい環境の整備に取り組

むこと。 
 

３ グリーンインフラストラクチャーの推進に関して、自然環境が有する多様な

機能を活用し、防災・減災などの地域課題の解決や地域振興を図るため、グリ

ーンインフラストラクチャーの趣旨に則したまちづくりに取り組むこと。 
 

※「グリーンインフラストラクチャー」…自然環境が有する機能を社会における様々な課題解

決に活用しようとする考え方で、米国で発案された社会資本整備手法のこと。 
 

大綱５ 魅力ある資源を活かし、都市の活力を創造するまちづくり 
 

１ 首都近郊に位置する本市の農業に関して、さらなる地産地消の推進や農産物

販路開拓のほか、加工品開発の支援など、農業経営の支援強化に取り組むこと。

また、本市の地理的特性に応じた農地の保全・活用に取り組むこと。 
 

大綱６ みんなが主体的に学び、生きがいを持って活躍できるまちづくり 
 
 １ 小中一貫型小中学校の整備に関して、対象校の拡充を含め、積極的な推進に

取り組むこと。 
幼児期から学齢期への移行に関して、情報技術の活用などにより教育の連続

性を確保し、教育の底上げに取り組むこと。また、すべての子どもたちを虐待

から守るため、情報技術を活用するなどして、継続的に子どもたちを見守る体

制の整備に取り組むこと。 
 

6



5 

 ２ 市民の生涯にわたる学びに関して、市の歴史資料を収集し、一括展示する施

設の整備に取り組むこと。 
 

３ スポーツ・レクリエーション活動の推進に関して、幅広い世代の市民に対し、

スポーツ観戦機会の充実などによりスポーツに対する興味・関心を喚起し、地

域と連携しながらスポーツ・レクリエーション活動に親しむ人口の増加を図る

こと。 
市民の健康増進に関して、ウォーキングなどの生涯スポーツに取り組む機会

のさらなる拡充を図ること。 
スポーツ・レクリエーション活動を支援する環境の充実に関して、市民が安

全、快適にスポーツ・レクリエーション活動に親しめるよう、体育施設の適正

な維持・管理、必要に応じた改修に取り組むこと。 
 
 
まち・ひと・しごと創生 越谷市総合戦略 
  
 １ 持続性のある産業育成に関して、企業規模、業種、業態等に関わりなく、あ

らゆる産業に対する支援策の拡充に取り組むこと。 
 
 ２ 持続的に農業が行われる環境づくりに関して、食の安全性への関心や健康志

向の社会的な高まりに鑑み、有機農業の導入支援など本市農業の高付加価値化

に取り組むこと。 
 
 ３ 雇用対策に関して、新型コロナウイルスの感染拡大により、リモートワーク

など職場と離れて居住しながら就労を可能とする新たな働き方が広まるなか、

こうした働き方をする人たちに選ばれる都市となるための施策に取り組むこと。 
 
 ４ 少子化対策に関して、これから出産する人や出産を希望する人への支援策の

さらなる拡充に取り組むこと。 
 

以 上 
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